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物流の付加価値労働生産性の向上のために
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０、物流付加価値、流通付加価値の峻別

１、流通の主導権が「松下電器」→「ダ
イエー」→「ヤマダ電機」→「アマゾン」
に移り、流通業の付加価値が減少

２、流通（商流＋物流）で生み出す
流通付加価値を荷主、物流がシェアリング
付加価値のゼロサム状況 → 荷主悪玉論

図 物流付加価値とは
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１、流通の主導権が「松下電器」→「ダ
イエー」→「ヤマダ電機」→「アマゾン」
に移り、流通業の付加価値が減少

２、流通（商流＋物流）で生み出す
流通付加価値を荷主、物流がシェアリング
付加価値のゼロサム状況 → 荷主悪玉論

３、差別化できない単純な輸送サービスを
多数の物流業者が提供可能なら、物流付加
価値が減少（自営業廃業・中高年リストラ
が、物流業・ドライバーの供給源 →
供給過剰）

↓

物流付加価値労働生産性の向上には

流通付加価値を増やすこと、
荷主とうまくシェアリングすること、
が重要。

図 物流付加価値とは
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流通付加価値を荷主、
物流がシェアリング

荷主と連携した流通付加価値の創造



流通イノベーションが求める
ロジスティクス高度化

1、社会的要請：物流の生産性向上
～荷主と連携した流通付加価値創造～

2、流通イノベーションとロジスティクス高度化
2-1、両者の相互作用
2-2、ロジスティクス高度化が必要な分野

～幹線輸送からラストマイルまで～
3、ロジスティクス高度化施策
3-1、短期：規制緩和＋取締り強化
3-2、中長期：無人化＋IoT・BD・AI（見える化）

4、まとめ



2-1、流通イノベーションとロジスティクス高度化の相互作用
イノベーション：新製品、新生産方法、新組織、新販路、新調達先

（シュムペーター（1977））

ロジスティクス：製品の生産・販売に連動した在庫方法・輸送方法

上流 中流 下流



2-2、ロジスティクス高度化が必要な分野（上流）
広域化する調達先 → 幹線輸送効率化ニーズ

国内物流量：2001年をピークとして減少、

（一部はアジアからの輸入が代替 → 海上コンテナの内陸への直送需要）
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東京中央卸売市場の野菜取扱高における東京からの距離帯別シェア

100km以下 101～300km 301～900km 901km超

注１：
100km以下：千葉、埼玉、東京、神奈川
101～300km：福島、茨城、栃木、群馬、

山梨、静岡、長野
900km超：北海道、山口、愛媛、高知、

九州7県
301～900km：上記以外の府県

注2：
沖縄県及び外国からの入荷分を除く

「東京都中央卸売市場年報（農産
物編）」に基づき作成
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自動車部品の地域別輸出入概況
出典：『輸出入統計』日本自動車部品工業会

→ 海上コンテナの内陸への直送需要

FTA・水平分業の進展により
域内サプライチェーンが深化、

高付加価値部品はグローバル
集中生産へ



平均流動ロットの推移(国土交通省(2017a))

スーパー常温食品：平均販売商品数、2006年から2015年で25％増、
商品当たり平均販売数量は10％減（流通経済研究所（2016））

2-2、ロジスティクス高度化が必要な分野（中流）

消費者ニーズの多様化・短命化 → 小売での品揃え拡大 → 多頻度少量輸送



2-2、ロジスティクス高度化が必要な分野（下流）
ネット通販進展＋再配達 → ラストマイル効率化ニーズ

電子商取引市場の推移（経済産業省（2017））

電子商取引シェアは米国8.1％（2016）、中国20％超？（ネット通販15％？）
なお、物販系のネット通販は電子商取引の半分

EC市場規模（左目盛） EC化率（右目盛）



既存流通、ネット通販における貨物輸送、旅客交通

卸抜き
チャネル

大ロット ＋ 旅客交通

大ロット ＋ 小ロット混載



既存流通、ネット通販における貨物輸送、旅客交通

卸抜き
チャネル

大ロット ＋ 旅客交通

大ロット ＋ 小ロット混載

再
配
達
問
題
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3-1、短期：規制緩和＋取締り強化

許可なく走行できるトラックの最大総重量の推移（根本、今西（2017））

高速道路の大型トラック制限速度80km/ｈ（暫定2車線70km/ｈ）
c.f. 韓国100km/ｈ、米90km/ｈ、独80km/ｈ

（重さ指定道路は25トン新規格車OK）



単車 セミトレ フルトレ

日本 一般 20トン（重さ指定25トン） 27トン ー

特車 44トン

欧州 一般 32トン（4軸） 44トン（コンテナ車）

特車 44トン

豪州 一般 45トン

特車 85トン（スパーBダブル）

総重量 実重量 最高速度 物的労働生産性（指数）

現状 25トン 15トン 80km/ｈ 1,200トンキロ/ｈ（100）

規制緩和型 25トン 15トン 100km/ｈ 1,500トンキロ/ｈ（125）

ドイツ型 40トン 25トン 80km/ｈ 2,000トンキロ/ｈ（166）

韓国型 40トン 25トン 100km/ｈ 2,500トンキロ/ｈ（208）

規制緩和の効果

総重量規制

１６ｍ ２５ｍ（ダブル連結）長さ規制



20km

首都圏の大型車誘導区間と特車申請経路 メルボルン周辺のB-double走行可能道路

緑は走行可能道路
赤は規制している道路
出典：ビクトリア州ホームページ

20km

赤は大型車誘導区間
緑は特車申請のあったそれ以外の道
路
赤、緑とも太さは申請件数

スーパーBダブル
３０ｍ

特車の許可を得たトラックの走行ルート



山間地域における新聞配達の様子 （村営バスを活用した貨客混載）

19出典：現地調査より作成

出典：現地調査（H27.9～H28.3）で撮影
撮影者：建設技研、海老原寛人氏



山間地域で共同配送を行う場合に想定される法的規制や技術的課題

日本郵便（株）
貨物自動車
運送事業

自家用
有償運送

根拠法

高
頻
度
軽
量
品

食料品
（生鮮品）

△
保冷車要

○ △
保冷車要

－

日用品 ○ ○ ○ －

医薬品
（処方薬）

△
薬剤師による対面での

服薬指導等要

△
薬剤師による対面での

服薬指導等要

△
薬剤師による対面での

服薬指導等要

薬剤師法

信書
○

ユニバーサル
サービス提供※1

△
厳格な参入条件

△
厳格な参入条件 信書便法

新聞 ○ ○ ○ －

低
頻
度
重
量
品

プロパン
ガス

×
危険物混載不可※1,※2

×
危険物混載不可※2

△
設置・点検要

液化石油
ガス法

灯油 ×
危険物混載不可※1,※2

×
危険物混載不可※2

△
容量制限有

消防法

○：配送可能 △：技術的課題あり ×：法的規制あり

※1：郵便法 ※2：標準宅配便運送約款
20

出典：建設技術研究所、海老原寛人氏



3-1、短期：規制緩和＋取締り強化（ディスインセンティブ）

過積載に対する現実的対応例:

中国４省では高速道路の料金を、それまでの車両タイプから料金所で計測した

総重量で決定。重量超過の場合は、懲罰的な料金。過積載するインセンティブ

が失われ過積載車両は激減。

課金単価（元/km) 広東省４４トン車の例



3-2、中長期：無人化＋IoT・BD・AI（見える化）

トラック自動運転 ＝ 高速道路隊列走行 ＋ 無人自動走行
（出典:日本経済再生本部（２０１７））

• 高速道路でのトラック隊列走行の2022年の商業化。2017年中に、具
体的な走行場所や走行方法を確定し走行計画を整備。あわせて、インフ
ラ面等の事業環境を検討。

• 無人自動走行による移動サービスを2020年に実現。2017年度か
ら、道の駅など地域における公道実証（遠隔運行によるものを含
む。）を全国10か所以上で実施。専用空間の要件設定など、必要
な制度整備等を行う。

出典：
LNEWS 2017.5.30 https://www.roboneko-yamato.com/

ヤマト＆DeNA
ロボネコヤマト＝
無人自動走行＋
宅配ロッカー



IoT・BD・AI(見える化）での需給マッチング：小売事
業者の販売データの共有、気象データ等をAI解析した需要予

測、RFID等によりサプライチェーン全体を最適化、IoT技術を

通じて荷物データやトラックの位置データ等を共有することで、

正確な需給のマッチング（国土交通省（2017b））。

例：ネット通販宅配サービス

サービス多様化・価格差別化

3-2、中長期：無人化＋IoT・BD・AI（見える化）

配送サービス、配送
料金の「見える化」

または
宅配事業者指定、ロ
ッカー限定など標準
サービス（配送密度向
上、サービス低下）

配送料無料の
会員制度、
当日配送

ネット
通販

小ロット

小ロット混載

宅配
事業者

消費者

ルート配送＋再配達

ネット通販の
ラストマイル問題

翌日ルート配送＋宅配ロッカー
特急便、再配達は追加料金

標準標準サービス
以外は追加料金



メーカー 卸売 小売 消費者

流通分野の無人化＋IoT・BD・AI活用



メーカー・
ネット通販

卸売・
ネット通販

小売 消費者

自動運転
トラック、
共同輸配送

AI制御
ドローン

AI需要予測
JIT調達、
組立ﾛﾎﾞｯﾄ

自動倉庫、
ﾋﾟｯｷﾝｸﾞ・
ﾛﾎﾞｯﾄ

自動発注、
RFID、無人ｽｰ
ﾊﾟｰ・ｺﾝﾋﾞﾆ

自動補充、
特定商品
購買誘導

流通分野の無人化＋IoT・BD・AI活用



ドローン無人配送
ベンキャー企業：

ANTWORK
2017年12月AI制御ドローンに
よる商業配送サービス開始。
2018年8月までに20,000件の
輸送実績あり。ネット通販
はその内の3分の1程度。
ANTWORK社はドローンを
菜鳥（アリババグループの
物流会社）、中通速递・
圆通速递（宅配便会社）、
中国郵政などに販売すると
ともに、その運行を受託。
最大7㎏の荷物を輸送可能。
5㎏の荷物なら片道20kmまで
輸送することが可能。
都市内でもスタバのコーヒー配達中。
（社会実装型イノベーションの例）

COOは1980年代生まれ、
社員は1990年代生まれ

https://baike.baidu.com/item/%E5%9C%86%E9%80%9A%E9%80%9F%E9%80%92


ンビニ

無人コンビニ（京東グループ）

顔認証で
アカウント
作成

動作解析（カメラ）と棚
重量計で購買商品特定

WeChatペイで
支払い完了



メーカー・
ネット通販

卸売・
ネット通販

小売 消費者

自動運転
トラック、
共同輸配送

AI制御
ドローン

AI需要予測
JIT調達、
組立ﾛﾎﾞｯﾄ

自動倉庫、
ﾋﾟｯｷﾝｸ・
ﾛﾎﾞｯﾄ

自動発注、
RFID、無人ｽｰ
ﾊﾟｰ・ｺﾝﾋﾞﾆ

自動補充、
特定商品
購買誘導

商品情報（ロット、製造
日など）、取引主体、価
格、決済条件など

特に消費者の年齢、性別、身体デー
タ、家族構成、所在地、所得・資産、
宗教、購買履歴、信用情報など

関係主体データ 商流データ 物流データ
貨物情報、発着荷主、時間・場
所、運賃、輸送手段、車両・コ
ンテナ、積載率、輸送条件など

ビックデータ

流通分野の無人化＋IoT・BD・AI活用



活用例 メリット

消費者による商流デー
タのネット検索
（e.g,価格.com）

価格低下、消費者余剰
増

荷主による消費者購買
履歴データ活用

D2C(Direct to Consumer)
による効果的宣伝、新
商品・新販売先開発、
消費者の商品検索の手
間削減

川上荷主と川下荷主の
商流データ共有

サプライチェーン・マ
ネジメントによる在
庫・廃棄物・欠品率な
どの削減

複数荷主（物流業者）
による物流データ活用

スマート物流として稼
働率の低い倉庫、車両
など活用、共同輸配送、
支払物流費削減

ビックブラザー
（GAFAあるいは中央
政府）によるビック
データ・AI活用？

目的次第だが、買物利
便性向上、流通効率化、
GDP極大化、セキュリ
ティ・政治的安定性確
保など達成可能？

ビックデータ活用の光と影



活用例 メリット デメリット

消費者による商流デー
タのネット検索
（e.g,価格.com）

価格低下、消費者余剰
増

流通付加価値減（流通
業就業者減）、デフレ、
GDP減

荷主による消費者購買
履歴データ活用

D2C(Direct to Consumer)
による効果的宣伝、新
商品・新販売先開発、
消費者の商品検索の手
間削減

Amazon等による情報
独占（広告業就業者
減）、消費者が気付か
ない広告バイアス、選
択自由の制限

川上荷主と川下荷主の
商流データ共有

サプライチェーン・マ
ネジメントによる在
庫・廃棄物・欠品率な
どの削減

優越的地位の濫用（中
小卸売業就業者減）、
サプライチェーン・
リーダーの一人勝ち

複数荷主（物流業者）
による物流データ活用

スマート物流として稼
働率の低い倉庫、車両
など活用、共同輸配送、
支払物流費削減

物流業の付加価値減
（中小物流業就業者減
≒ドライバー不足解
消）

ビックブラザー
（GAFAあるいは中央
政府）によるビック
データ・AI活用？

目的次第だが、買物利
便性向上、流通効率化、
GDP極大化、セキュリ
ティ・政治的安定性確
保など達成可能？

政治的自由喪失、ハイ
スキル業界就業者減？
（AIによる判断はブラッ
クボックス。選挙民、株
主への説明責任問題？）

ビックデータ活用の光と影



活用例 メリット デメリット 制度的対応

消費者による商流デー
タのネット検索
（e.g,価格.com）

価格低下、消費者余剰
増

流通付加価値減（流通
業就業者減）、デフレ、
GDP減

NNW(Net National
Welfare)指標の開発

荷主による消費者購買
履歴データ活用

D2C(Direct to Consumer)
による効果的宣伝、新
商品・新販売先開発、
消費者の商品検索の手
間削減

Amazon等による情報
独占（広告業就業者
減）、消費者が気付か
ない広告バイアス、選
択自由の制限

個人情報の取扱規則制
定、フェイク・ヘイト
スピーチ・著作権侵害
などの公的監視

川上荷主と川下荷主の
商流データ共有

サプライチェーン・マ
ネジメントによる在
庫・廃棄物・欠品率な
どの削減

優越的地位の濫用（中
小卸売業就業者減）、
サプライチェーン・
リーダーの一人勝ち

公正取引委員会の機能
強化、産業別（職能
別）労働組合

複数荷主（物流業者）
による物流データ活用

スマート物流として稼
働率の低い倉庫、車両
など活用、共同輸配送、
支払物流費削減

物流業の付加価値減
（中小物流業就業者減
≒ドライバー不足解
消）

荷主間、荷主・物流事
業者間の信用・信頼形
成メカニズム構築、ブ
ラック・ホワイトリスト

ビックブラザー
（GAFAあるいは中央
政府）によるビック
データ・AI活用？

目的次第だが、買物利
便性向上、流通効率化、
GDP極大化、セキュリ
ティ・政治的安定性確
保など達成可能？

政治的自由喪失、ハイ
スキル業界就業者減？
（AIによる判断はブラッ
クボックス。選挙民、株
主への説明責任問題？）

ビックデータ・AI活用
方法に関し、政治が関
与できる仕組構築、
ベーシック・インカム、
新社会関係資本？

ビックデータ活用の光と影



流通イノベーションが求める
ロジスティクス高度化

1、社会的要請：物流の生産性向上
～荷主と連携した流通付加価値創造～

2、流通イノベーションとロジスティクス高度化
2-1、両者の相互作用
2-2、ロジスティクス高度化が必要な分野

～幹線輸送からラストマイルまで～
3、ロジスティクス高度化施策
3-1、短期：規制緩和＋取締り強化
3-2、中長期：無人化＋IoT・BD・AI（見える化）

4、まとめ



４、まとめ
（1）物流の付加価値労働生産性を定義。カギは
流通付加価値創造、サービス多様化・価格差別
化による消費者支払意思の顕在化

（２）ロジスティクス高度化を要請する流通イノベー
ション（サプライチェーンの構造変化）
上流部：調達先広域化
中流部：多品種少量化
下流部：ネット通販貨物の急拡大

（3）ロジスティクス高度化施策
短期施策：機材大型化、規制緩和による混載促
進、安全規制強化・ディスインセンティブ

中長期施策：無人化、IoT・BD・AI（「見える化」
＋参加者のインセンティブ） →消える仕事、
生まれる仕事
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